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油濁損害賠償に関する国際条約について（現状と展望）

国際油濁補償基金事務局

　　　大須賀　英郎

１．　　はじめに

１９６７年３月に英国沖にて発生したトリーキャニオン号事件は、流出油による未

曾有の損害をもたらした。この事件を契機に、世界は、タンカーからの流出油によ

る損害に対する責任と補償の国際的な制度の必要性に覚醒した。

トリーキャニオン号事件のあと、国際海事機構（当時は、政府間海事機構）は１９

６９年にブラッセルにおいて外交会議を開催し、これにより、１９６９年油による

汚染損害についての民事責任に関する国際条約（民事責任条約）が採択されること

となった。民事責任条約は、船主の厳格責任を規定するとともに、強制保険の制度

を導入した。

しかしながら、１９６９年会議は、民事責任条約による制度のみによっては、油汚

染の被害者の救済にとって不十分である可能性があることを指摘し、補完的な補償

制度の必要性を認識した。国際海事機構において更なる審議がつくされた結果、１

９７１年にブラッセルにおいて再び外交会議が開催される。この２回目の外交会議

において、油による汚染損害の補償のための国際基金の設立に関する国際条約（国

際基金条約）が採択された。この条約により創設された補償制度を運営するために、

国際油濁補償基金が設立された。

民事責任条約は１９７５年に、国際基金条約は１９７８年に発効した。

国際油濁補償基金は、１９７８年１０月に設立された。基金は、油汚染の被害者に

対し補償を行う唯一の世界的規模の国際組織である。

１９９５年１２月１日現在民事責任条約には、９２か国が、国際基金条約には、６

８か国が加盟している。
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民事責任条約も、国際基金条約もともに、１９７６年、１９８４年及び１９９２年

のプロトコール（議定書）により改正されている。１９７６年の改正は、形式的な

ものであるが、１９８４年（未発効）及び１９９２年の議定書は、実質的な中身の

あるものであった。

２．民事責任条約（ＣＬＣ）

民事責任条約は、船舶からの油汚染に起因する汚染損害に関する賠償責任及び補償

制度の基礎的な構造を形作っている。以下が民事責任条約の基本的な要点である。

２．１　適用範囲

民事責任条約は、油をバルクで積載したタンカーにより引き起こされた持続性の油

（ｐｅｒｓｉｓｔｅｎｔ　ｏｉｌ）による汚染損害に対して適用される。民事責任

条約は、締約国の領海を含む領域において発生した汚染損害をカバーするものであ

り、汚染を生じた船舶及び船舶所有者の国籍は、条約の適用に関して無関係である。

汚染損害の定義には、その場所を問わず締約国の領域における汚染損害を防止し又

は軽減するためにとられる措置（ｐｒｅｖｅｎｔｉｖｅ　ｍｅａｓｕｒｅｓ）も含

まれる。

非持続性油による損害は、民事責任条約ではカバーされない。従って、ガソリン軽

ディーゼル油、ケロシン等は、民事責任条約の適用の埒外となる。

民事責任条約は、すでに生じた損害及び油の流出を伴った事故後にとられた措置に

対し、適用される。本条約は、純粋な〔防除措置〕、すなわち、事前の防除措置が

奏功し、実際の油の流出のなかったような事例に対しては適用されない。
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民事責任条約によってはカバーされない油汚染損害、すなわち、空船のタンカーや、

タンカー以外の船による汚染、「純粋な防除措置」及び非持続性油による汚染は、

通常、損害の発生した国の国内法により措置されている。

民事責任条約（及び国際基金条約）は、船舶からの油汚染に対してのみ適用があり、

オフショア施設からの汚染は、条約の適用外であり、国内法の規制に委ねられてい

る。

２．２　厳格責任

タンカーの所有者には、事故の結果タンカーから流出した油により引き起こされた

汚染損害に対し、厳格責任（無過失であっても賠償責任）がある。しかし、以下の

例外的な場合においては、免責になる。

（ａ）戦争行為及び甚大な自然損害に起因する損害

（ｂ）第３者の怠業に全面的に起因する損害

（ｃ）当局の航行援助施設の管理暇疵に全面的に起因する損害

例外的な場合は、非常に限定されているため、通常の状況下で発生する汚染損害に

対しては、船主は賠償責任を負うことになる。

２．３　責任制限

船舶所有者は、通常の場合自己の責任を、自己の船舶のトン数にリンクした額（船

舶の条約トン数に１３３ＳＤＲをかけあわせた額及び１４００万ＳＤＲのうち小さ

い方の額）に制限することができる。

責任制限をするためには、船舶所有者は裁判所（供託所）に対し責任制限額の金銭

を供託するか、裁判所の認める支払い保証書を提出するかにより、責任制限基金を

設定しはければならない。

クレーム請求者が、当該事件が、船舶所有者本人の過失（ａｃｔｕａｌ　ｆａｕｌ

ｔ　ｏｒ　ｐｒｉｖｉｔｙ）によるものであることを証明した場合には、船舶所有

者は責任制限の権利を失う。



4

２．４　賠償責任の一本化

民事責任条約の下での汚染損害に対するクレームは、登録された船舶所有者に対し

てのみ、請求することができる。これは、被害者が、船舶所有者以外の者から、条

約外で賠償請求することを妨げるものではない。しかし、船舶所有者の使用人また

は代理人に対しては、賠償請求することができない。船舶所有者は、国内法に従い、

第３者に対し求償することは許されている。

２．５　強制保険

２０００トン以上の持続性油を貨物として輸送するタンカーの船舶所有者は、民事

責任条約により、賠償責任を担保するための保険に加入することを義務付けられて

いる。タンカーは、付保の証明書を船舶に備付けておかなければならない。加盟国

の港またはターミナル施設に入る際には、非締約国の船舶であっても、当該証明書

を要求される。

２．６　裁判所の管轄

船舶所有者に対する賠償の訴えは、その領海または領域において損害の発生した締

約国の裁判所に対してのみ行うことができる。
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３．　国際基金条約（ＦＣ）

国際基金条約は、民事責任条約を補完するものとして策定された。

民事責任条約の加盟国のみが、国際油濁補償基金のメンバー国となることができる。

前述の通り、国際油濁補償基金の加盟国は６８か国である。

国際基金条約の主な機能は、被害者が民事責任条約の下で十分かつ適正な補償が得

られない場合に、当該被害者に対し追加的な補償を行う仕組みを設けることにある。

また、船舶所有者に対し、その賠償責任の一部を補填する機能もある。

国際油濁補償基金は、加盟国の重質油を受取人により資金の供給を受けている。

３．１　補完的条約

国際油濁補償基金は、油汚染の被害者に対し、当該被害者が、民事責任条約の下で

は、以下に該当する理由により、十全かつ適切な補償を受けられない場合に、補償

を行う。

（ａ）民事責任条約の適用除外の事由に該当し、船舶所有者に賠償責任が生じない

場合

（ｂ）船舶所有者が、財政的に民事責任条約下の義務を果たすことができず、保険

もクレームに対する賠償の支払いに対し不十分である場合

（ｃ）損害が、民事責任条約下での船舶所有者の賠償責任額を上回る場合

国際油濁補償基金の過去の経験からすると、（ｃ）に該当するものが最も多い。

国際油濁補償基金は、油汚染損書が、戦争行為によるものであるか、軍用艦からの

汚染であることを証明した場合に賠償義務を免れることができる。これに加えクレ

ーム請求者が、事件が貨物油を積載したタンカーによるものであることを証明でき

ない場合にも、補償を払う義務はない。この場合には、発生源不明の油排出が該当

する。
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３．２　補償限度

国際油濁補償基金により支払われる補償額の最高限度は、一事件にっき６０００万

ＳＤＲ（８７００万ＵＳＤ）であり、この額には実際に船舶所有者またはその保険

者により支払われた額が含まれる。

国際油濁補償基金がこれまでに取り扱った７９事件のうち、（タニオ号事件のよう

に）少数の事件のみが、当該事件に対し適用される限度額を超えるクレームの提起

をみている。このような場合には、基金の支払い総額が、同支払い限度額の６００

０万ＳＤＲを上回らないよう、全てのクレームの補償支払い額は、比例按分される。

その他の事件については、全て、クレーム総額は補償限度額を下回っている。

３．３　国際油濁補償基金の組織

国際油濁補償基金は、総会、理事会及び事務局より構成される。

全締約国により構成される総会は国際油濁補償基金の最高決定機関であり、年に一

度の通常会期を持つ。理事会は、総会により選任される１５か国にて構成される。

理事会の主要な機能は国際油濁補償基金に対し提起されたクレームの承認を行うこ

とにある。

事務局は事務局長のもと、現在、本部に１２名の職員を有している。

３．４　拠出金

クレーム及び船舶所有者に対する補填及び国際油濁補償基金の管理費用は、国際基

金条約の締約国において、年間１５万トン以上の原油及び重質油（拠出油）を海上

輪送を経て受け取った者から拠出される拠出金により賄われている。
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４．１９９２年民事責任条約及び国際基金条約の議定書

４．１　背景

１９９２年１１月、国際海事機構により開催された外交会議は、２条約を改正する

議定書（９２年議定書）を採択した。これら議定書の目的は、補償額の上限の引き

上げ及び適用範囲の拡大を図ることによる、２条約によって確立された国際制度の

将来にわたる有効性の確保にあった。９２年議定書は、実質的な内容については、

１９８４年議定書を踏襲しつつ、発効要件をゆるめたものである。

４．２　発効

１９９２年議定書は、両議定書の批准、受諾、承認または加入の公式文書を寄託し

た以下の９か国について、１９９６年５月３０日より発効する：

デンマーク、フランス、ドイツ、日本、メキシコ、ノルウェー、オーマン、スウェ

ーデン及び英国

また、民事責任条約の議定書は、同日、エジプトについて効力を発する。

１９９６年２月１日現在では、次の６か国も両条約の批准、受託、承認または加入

の公式文書を寄託している：

オーストラリア、フィンランド、ギリシャ、リベリア、マーシャル諸島及びスペイ

ン

これにより、１９９２年国際基金条約議定書加盟国の数は１５となり、１９９２年

民事責任条約議定書加盟国の数は１６となる。

１９９２年国際基金条約議定書には、議定書加盟国の油の受取量の合計が７億５千

万トンを超えた場合に１９６９年民事責任条約及び１９７１年国際基金条約を強制

廃棄する規定がある。上述した以外の国の批准に関する動向についての情報によれ

ば、強制廃棄の要件が１９９６年夏中に、充たされることが予想される。加盟国及

び批准の文書を寄託した国は、６９年民事責任条約及び７１年国際基金条約議定書

を６か月以内に廃棄しなければならず、その効力は１２か月後に生ずる。
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国際基金条約の９２年議定書の批准の公式文書の中で、スペインは、議定書３０条

の４に基づく宣言を行い、３１条において言及される６か月の期間の終了するまで、

すなわち、拠出油の総量が７億５千万トンに達してから６か月後まで、同文書の効

力は同国について生じないものとしている。従って、国際基金条約の議定書は、同

国については、７億５千万トンの達成から１８か月後に効力を生じることになる。

４．３　主要な改正点

１９９２年外交会議で採択された主要な改正点は、以下の通りである。

・小型船の船舶所有者に対し特別の責任限度額を設け、責任限度額を大幅に引き上げ

たこと

改正後の限度額は、（ａ）５０００条約総トンを超えない船舶につき３００万ＳＤ

Ｒ（４３０万ＵＳＤ）、（ｂ）５０００総トン以上１４万総トン以下の船舶につい

ては、３００万ＳＤＲに追加の１トンにつき４２０ＳＤＲ（６０８ＵＳＤ）を加え

た額、（ｃ）１４万総トンを超える船舶については、５９７０万ＳＤＲ（８６００

万ＵＳＤ）

・国際油濁補償基金の支払いの限度額を１億３５００万ＳＤＲ（１億９５００万ＵＳ

Ｄ）に引き上げたこと

同限度額は、１９９２年基金の加盟国のうち３国で、拠出油の受取量の合計が、６

億トンを超えた時点で、自動的に２億ＳＤＲ（２億９０００万ＵＳＤ）に引き上げ

られる。

・上限額の引き上げの手続きを簡易化したこと。

・地理的適用範囲の拡大により、国連海洋法条約による排他的経済水域までカバーさ

れること。
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・空船のタンカーにより起こされた持続性の油排出による汚染損害もカバーされるこ

と。

・重大で緊急の危険のある場合には、油の排出が実際にない場合においても防止措置

〔純粋な防除措置〕に要した費用は補填される。

・現行条約の基本的な言い回しから異なるものではないが、環境損害に関し、汚染さ

れた環境を回復するための適当な措置に要する費用のみが汚染損害の概念に含まれ

るということを明確にしたフレーズを追加した新しい汚染損害の定義を規定したこ

と。

・船主への補填（Ｉｎｄｅｍｎｉｆｉｃａｔｉｏｎ）が、廃止されたこと。

また、１９９２年議定書により、一国の拠出者の支払う拠出金の額をに対しキャッ

ピングを設定する規定が導入された。キャップは、外交会議において、国際油濁補

償基金に対して支払われる拠出金の年間総額の２７.５％と決定された。キャッピン

グ・システムは１９９２年新基金の加盟国の拠出油受取量の総額が７億５千万トン

を超えるようになったとき、または条約発効後５年（２００１年５月３０日）たっ

たときに廃止されることになっている。

５　民間自主協定

１９６９年民事責任条約と７１年国際基金条約の交渉が、行われていた同じ時期に、

これに対応する民間自主協定が結ばれた。これら２協定は、ＴＯＶＡＬＯＰ及びＣ

ＲＩＳＴＡＬしとして知られている。目的は、民事責任条約及び国際基金条約のも

とで享受される便益と同等のものを条約の未締約国において供与することにある。

ＴＯＶＡＬＯＰ及びＣＲＩＳＴＡＬは、国際条約が世界的に適用されるようになる

までの暫定的な解決として意図されたものであった。
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民間協定は、数次にわたり改定されてきている。ＴＯＶＡＬＯＰの場合、１９８７

年にＳＵＰＰＬＥＭＥＮＴが追加されて、それまでのＡＧＲＥＥＭＥＮＴは、これ

以降ＳＴＡＮＤＩＮＧ　ＡＧＲＥＥＭＥＮＴと呼ばれるようになった。

ＴＯＶＡＬＯＰ　ＳＵＰＰＬＥＭＥＮＴの適用は、タンカーがＣＲＩＳＴＡＬに加

盟している貨物油を輸送しているときのみに適用される。それ以外の場合にはＳＴ

ＡＮＤＩＮＧ　ＡＧＲＥＥＭＥＮＴが適用になる。ＣＲＩＳＴＡＬに関しては、広

範囲に改定されたコントラクトが１９８７年に採択された。民間協定は１９９７年

２月２０日までの期限とされている。

１９９５年１１月になり、ＩＴＯＰＦ（ＴＯＶＡＬＯＰを管理運営する会社）及び

ＣＲＩＳＴＡＬ　Ｌｉｍｉｔｅｄは、現行の協定を、その期限である１９９７年２

月を越えて更新しないことを、取締役会で決定した。その背景には、民間協定が、

年月を経、条約の批准が進むに連れ、風化してきたという考えがある。また、協定

の非継続の決定は、油汚染損害のクレームについて顕著な利点のある２条約及び議

定書の海洋国家による批准がめざましい進展をみたことを反映するものであり、現

行自主協定の存続は、条約未締約国の批准を遅滞させるものであるとの認識がなさ

れたことにほかならない。

６　結論

国際油濁補償基金の１６年間の経験に照らせば、民事責任条約及び国際基金条約に

より樹立された制度は円滑に機能してきたということができる。これは、かなりの

程度加盟国政府、船舶所有者、Ｐ＆Ｉクラブ及び石油業界の協力に負うものである

ということができる。

１９９０年１１月にロンドンで開催された国際会議により、ＯＰＲＣ条約が採択さ

れたが、同会議の多くの参加国が効率的な補償制度は、関係国の協力に要した費用

の回復に資するので、国家間の迅速な対応と協力のために極めて重要であると述べ

ている。同会議は、条約の前文に民事責任条約及び国際基金条約の重要性を強調す

る声明を折り込んでいる。
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現行の油汚染損害の賠償責任と補償に関する国際的システムは、１９６７年の大事

故に由来している。１９９２年議定書の発効を来る５月に迎え、油汚染の被害者救

済に対する社会のニーズに応えていくことを確実にするための、大きな一歩が踏み

出されることになるのである。


